
2030年に向けた再エネ供給促進に関する
取組について

資料３－４



本日ご議論いただきたい主な内容

１ 【再説明】今後の再エネ供給の促進に関する方向性

２ 再エネ供給の促進に関する制度強化について
（エネルギー環境計画書制度の制度強化）

３ 今後の熱の脱炭素化について



１【再説明】今後の再エネ供給の促進に関する方向性
※東京都環境審議会資料（2021/７/26開催分）より再掲



1-1 都内における再エネ電力の利用状況

● 都内における再エネ電力利用割合は、最近7年間で３倍近くまで増加

● 再エネ電力の大部分は系統から供給

● 再エネ電力利用割合50%という目標達成に向け、更なる取組の加速が必要

6.0% 7.2%
8.7%

11.1% 12.1%
14.1% 15.3%

17.3%

700

720

740

760

780

800

820

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

再エネ電力利用割合 電力消費量（億kWh）

割合 電力量

自家消費 0.7％ 5.67億kWh

系統から
供給※ 16.6% 129.07億kWh

合計 17.3% 134.74億kWh

電力消費量 ― 776.81億kWh

＜2019年度内訳＞

約2.9倍

（出典）東京都環境局調査

※（参考）全国の発電電力量に占める再エネの割合 18.1％（2019年度）

2021/7/26東京都環境審議会資料より
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1-2 現在実施している施策（エネルギー環境計画書制度）

● エネルギー環境計画書制度により、電力供給事業者に再エネ利用率等の

目標設定や実績の公表を義務付けることで、再エネ電力の供給を促進

・対象：都内に電気を供給する小売電気事業者等

（2020年度対象事業者数 ２３９社）

・電気のCO2の削減や再生可能エネルギーの導入

について、自主的な目標設定と実績の報告・公表

（毎年度の計画書及び報告書の提出・公表）を

義務づけ

■都内供給電力のCO2排出量・排出係数の推移エネルギー環境計画書制度

2021/7/26東京都環境審議会資料より（一部修正）
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● 世界が脱炭素社会を目指す中、東京において、再エネを調達しやすい魅力的な

ビジネス環境を整えていくことが必要

【具体的検討事項（案）】

エネルギー供給事業者による再エネ供給の拡大を図るとともに、

積極的な取組を後押しする施策を検討

● 再エネ利用率の高い電力供給事業者の拡大を誘導

● 需要家の再エネ電力への切替につながる再エネ
利用率等の情報の公表のあり方

● 技術開発の動向等を踏まえながら、熱の脱炭素化
に向けた取組の促進

制度・仕組みの論点
エネルギー環境計画書制度

1-3 取組の方向性（再エネ供給の促進）

2021/7/26東京都環境審議会資料より
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2 エネルギー環境計画書制度の

強化・見直し（案）について

２-１ 制度強化の方向性

２-２ 再エネ電力割合の高い電力供給事業者の拡大の誘導

２-３ 多様な再エネ電力メニューから選択できる環境の整備

２-４ 意欲的に取り組む事業者を後押しする仕組み
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２-1 制度強化の方向性

再エネ利用率の高い電力供
給事業者の拡大を誘導

需要家の再エネ電力への切
替につながる再エネ利用率
等の情報の公表のあり方

2-2 再エネ電力割合の高い電力供給事業者
の拡大の誘導

（再エネ電力への切替につながる供給方法）

2-3 多様な再エネ電力メニューから選択
できる環境の整備

（積極的な取組を後押しする情報の公表のあり方）

2-4 意欲的に取り組む事業者を後押しする
仕組み

エネルギー供給事業者による再エネ供給の拡大を図るとともに、

積極的な取組を後押しする施策を検討

取組の方向性

制度・仕組みの論点 制度強化等の方向性

熱の脱炭素化に向けた取組
の促進

３ 今後の熱の脱炭素化について
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・再エネ電力を十分に供給し、その利用者を増やしていくため、

都内供給電力に占める再エネ電力割合の高い電力供給事業者が拡大

・再エネ電力を安定的に供給することができるよう、新たな再エネ電源の開発が加速

これに伴い、再エネ電力の証書（非化石証書、グリーン電力証書等）の全体量も拡大

２-2 再エネ電力割合の高い電力供給事業者の拡大の誘導
（１）2030年に向けて目指す方向性

● 多くの電気供給事業者が、一定以上の割合で再エネ電力を供給している。
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２-2 再エネ電力割合の高い電力供給事業者の拡大の誘導
（２）エネルギー環境計画書制度の強化

●都として新たに、電気供給事業者が定める目標の指針として、
「都内供給電力に占める再エネ電力割合の2030年度目標水準」を設定・提示

→各電気供給事業者に対し、この目標水準を踏まえた2030年度目標の設定と、
2030年度までの各年度の計画の策定、これらの報告・公表を義務化

【報告対象項目案】
✔ 再エネ電源を増やす取組 ✔ 追加性のある再エネ電源による供給の割合
✔「再エネ電源＋証書」による割合

●目標達成に向けた進捗を確認するため、各電気供給事業者に対し、
都内供給電力の再エネ電力割合・電源構成について、各年度の実績の報告・公表を義務化

●再エネ電源の開発が更に加速するよう、各電気供給事業者に対し、
追加性等※のある電源からの調達・供給に努めるよう求めるとともに、
調達・供給の計画及び各年度の実績の報告・公表を義務化 （※持続可能性なども考慮した評価ができないか検討）
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【強化・拡充する事項案】

（項目内容等については、今後、専門家等の意見も伺いながら検討）



● 再エネ電力割合が50％超の事業者数は15者（６％）、先駆的に取り組む事業者は存在

● 電気供給事業者からの都内への再エネ電力供給量は約110億kWh
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（2019年度実績）

【事業者数】

【参考】電気供給事業者の再エネ電力の供給状況

（出典）エネルギー状況報告書より集計

■再エネ電力割合ごとの事業者数
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ＨＴＢエナジー株式会社 0.5億kWh

オリックス株式会社 0.5億kWh

ENEOS株式会社 0.6億kWh

出光グリーンパワー株式会社 0.8億kWh

東京ガス株式会社 0.8億kWh

丸紅新電力株式会社 0.8億kWh

中部電力ミライズ株式会社 1.1億kWh

株式会社エネット 1.4億kWh

株式会社ジェイコム東京 1.7億kWh

東京電力エナジーパートナー株式会社

77.8億kWh

■再エネ電力供給量
（2019年度実績）

【億kWh】

約110億kWh
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再エネ電力を選択する需要家を拡大していくため、再エネ電力への切替によるコスト増をどの程度許容

できるかなど、需要家のコスト負担への考え方等に応じて、
再エネ電力を一定の割合で含みつつも比較的価格を抑えたメニューなど、

多様な再エネ電力メニューから選択できる環境が整備されている。

２-3 多様な再エネ電力メニューから選択できる環境の整備
（１） 2030年に向けて目指す方向性

● 多くの電気供給事業者から、再エネ100％メニューのほか、
多様な再エネ電力割合のメニューが提供されている。
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２-3 多様な再エネ電力メニューから選択できる環境の整備
（２）エネルギー環境計画書制度の強化

●各電気供給事業者に対し、再エネ100%メニュー、再エネ電力割合の高いメニューなど
多様な再エネ電力メニューの提供を求めるとともに、
現在は、公表を希望する事業者のみが提出しているメニューごとの再エネ電力割合等の
情報について、全ての事業者に報告・公表を義務化

●現在は、供給した電力メニューの実績値のみの報告で、公表時点では2年度前の情報となっている。
報告時点で供給している電力メニューの内容（計画値）もあわせた報告・公表に変更し、
さらに、電力メニューの変更があった場合は、情報の更新にも速やかに対応する。

2019年度 2020年度 2021年度

電気供給
報告書の提出

→都の確認・集計

2019年度
実績の公表

2年度前の情報

■現在制度における公表までのスケジュール
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【強化・拡充する事項案】



２－2
２－3

事業者東京都

年度 2030年度 … 翌年度 当年度 取組計画

再エネ割合 〇〇％ … …％ …％ …

再エネ割合 …％ （取組）

追加性のある電源からの調達 …％ （取組）

再エネ電源＋証書 …％ （取組）

電源構成

再エネ割合目標の設定・取組
電源の追加性に関する取組
多様な再エネメニューの設定

計画・公表等を
義務付け

目標設定・計画の策定・公表

達成状況の把握・公表

計画・達成状況の公表

※毎年度報告書に記載

※毎年度計画書に記載

追加性のある電源からの調達に関する計画 …

多様な再エネメニューの設定に関する計画 …

◆事業者別

◆メニュー別

再エネ
割合

追加性
電源

再エネ
電源

低炭素
電力認定

メニューA
実績 …％ …％ …％ 〇

計画 …％ …％ …％ 〇

メニューC 計画 …％ …％ …％ ―

※メニューの新設等があった場合

・・・

（３） 強化後の制度の流れ

再エネ割合目標水準の提示

目標水準の提示

事業者に求める取組（努力義務）
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達成状況の報告

(20××年度）



２－4 意欲的に取り組む事業者を後押しする仕組み

事業者東京都

※計画書・報告書に記載

※毎年度報告

需要家

事業者X
再エネ
割合

追加性
電源

再エネ
電源

低炭素
電力認定

メニューA 計画 …％ …％ …％ 〇

メニューB 計画 …％ …％ …％ ―

毎年度報告

事業者X
再エネ
割合

追加性
電源

再エネ
電源

低炭素
電力認定

メニューA 計画 …％ …％ …％ 〇

メニューB 計画 …％ …％ …％ ―

メニューC 計画 …％ …％ …％ ―

メニューC 計画 …％ …％ …％ ―

事業者再エネ割合 実績 計画

前年度 ×％ ◎％

計画・達成状況の公表 計画の策定、達成状況の把握

メニュー情報の報告

意欲的な事業者
・メニューを選択

毎年度公表
（インターネット等）

●電気供給事業者から報告された計画・実績、メニュー等の情報を、分かりやすく表示・発信

⇒需要家が意欲的に取り組む事業者を選択することを促す。

【強化・拡充する事項案】
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※メニューの新設等があった場合



２-4 意欲的に取り組む事業者を後押しする仕組み

■トップページ ■事業者別情報

●公表イメージ

■再エネ電力割合の高いメニュー
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①取組等の程度が高い事業者の情報にアクセスしやすく

③都の他制度でインセンティブがある
メニューであることを表示

④事業者としての実績、計画の達
成度をあわせて表示

② 特に注目すべき点に関する状況を分かりやすく

●需要家に届きやすい情報発信の方法を検討
例：オープンデータ化、一般消費者とのつながりを持つ事業者との連携など

●オンライン手続の利便性向上等により、事業者の報告への負担軽減を検討



３ 今後の熱の脱炭素化について



●ガスの脱炭素化については、「ガス自体の脱炭素化」が目指されている。

【参考】脱炭素化についてのガス供給事業者の動向

2021/9/15東京都環境審議会資料より
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○ 2050年の熱の脱炭素化を実現するためには、電化可能な分野での電化に加えて、高温域など電化

が困難な分野においては、カーボンニュートラルメタン※の活用など新たな技術の開発・実用化が必要不可欠

○ こうした技術については、2030年以降の実用化に向けて開発が進められていることから、

2030年までの間においては、特に電気の脱炭素化によりエネルギーの脱炭素化を推進し、

熱の脱炭素化については、技術開発の進展状況や国際動向を注視しつつ、

引き続き、制度・仕組みのあり方を検討していく。

３ 今後の熱の脱炭素化について

（出典）経済産業省資料

■ 国における今後の見通し
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※「ガス自体の脱炭素化」再エネ等を活用したCO2フリー水素とLNG火力発電所の排ガス等から回収したCO2とを合成し精製



参考資料



● 都内に電気を供給する事業者に対し、電気のCO2排出係数の削減や再生可能エネルギーについて、
自主的な目標設定と報告を義務づけ

➡ 計画的な取組を推進

● これらの電気供給事業者による取組内容を公表

➡ 消費者の環境に配慮した電気の選択を容易に

◆ 電気供給事業者
CO2排出係数の削減や再生可能エネルギー
導入等により、供給する電気の環境性の向
上を計画的に推進

電気の

環境性の
向上

◆ 需要家
電気供給事業者の計画書・報告書の公
表内容を参考に、環境性の高い電気を
購入することが可能

【参考】エネルギー環境計画書制度 制度概要

■制度の概要

●都内に電気を供給している電気事業者
✔ 小売電気事業者
✔ 一般送配電事業者

■対象事業者

21



東京都（知事） 対象事業者

計
画
策
定
時

毎
年
度

「エネルギー環境計画指針」の策定

毎年度７月末提出

全事業者の計画概要の公表

計画書提出の
翌年度７月末提出

全事業者の
対策進捗状況等の公表

エネルギー環境計画書の作成
・CO2排出係数
・再生可能エネルギーの導入
・その他の地球温暖化対策

計画概要の公表

エネルギー状況報告書の作成
・CO2排出量
・CO2排出係数
・再生可能エネルギーの導入
・その他の地球温暖化対策

毎
年
度
提
出

◆計画書・報告書を未提出・未公表の事業者 → 勧告 ⇒従わない場合は事業者名を公表
◆必要な事項について報告を徴収勧告等

対策進捗状況の公表

【参考】エネルギー環境計画書制度 制度概要

■手続きの流れ
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【参考】エネルギー環境計画書制度 現在の公表方法

【環境局HP】

事業者ごとの排出係数や再生可能エネルギー割合等を登録番号順に公表

事業者ごとの計画・取組を
まとめて公表
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